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杉並区は、平成１１年度から実施した全事務事業評価に加え、総合的な行政評価の確立
に向け、政策評価、施策評価の試行に取組んだ。以下、その結果を報告する。 
今回の試行をステップとして、今後、杉並区の総合的な行政評価が、変化の大きな時代
の新たな自治体経営の手法の一郭となるよう、着実に整備していかなければならない。 
 

 
 
第 1 章 杉並区の行政評価の全体像 

１．行政評価の目的 

① 成果重視の行政への転換 
行政評価は、一定の基準や指標に基づき、政策、施策、事務事業の妥当性、それらの
達成度や成果を測定するものである。なかでも政策・施策評価は、おもに「21世紀ビジ
ョン」と「基本計画」の達成度や政策・施策の成果を測り、その着実な推進のために実
施するものとする。 
 
② 効率的で質の高い行政の実現 
行政評価の結果は、政策や施策、事務事業の選択、予算の編成や組織・人員の配置に
ついて検討する際に、判断の材料として活用し、効率的で質の高い行政の実現に資する
ものとする。 
 
③ 説明責任の徹底 
行政評価の結果は、区がその活動内容（経営状況）を区民に説明し、区民の理解を得
るために活用するとともに、区民による政策論議を高め、区政への参画を促進させる手
段としていく。 
 
 
２．行政評価の基本的な仕組み 

（１）行政評価の構成と内容 

   行政評価の構成は、杉並区の基本計画の体系に基づき、政策、施策、事務事業の評価
の３階層とする。評価においては、それぞれの階層に適した評価の手法を用いるととも
に、総合的で体系化されたシステムとする。 
   
① 政策評価 
政策評価では、目標の設定とその達成度、それによる効果と経費等を評価する。そ
のうえで、政策を達成するための施策の見直しを行い、政策の改善を目指す。 
 
 
 

平成１４年度の流れ 
 行政評価期間      １４年７月２５日 ～ ９月３０日 
 行政評価の分析整理   １４年１０月 ～ １２月 
 外部評価        １５年２月 
 行政評価等公表     １５年３月 
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② 施策評価 
施策評価では、目標の設定とその達成度、それによる効果と経費等を評価する。そ
のうえで、施策のための具体的な活動である事務事業の見直しを行い、施策の改善を
はかっていく。 
 

③ 事務事業評価 
事務事業評価は、事務事業の効率性だけではなく、どの事務事業がどの程度、政策・
施策の成果向上に貢献しているかなど、関連性を踏まえた評価を行う。 
 
 

（２）３つの評価の関係 

政策、施策、事務事業は、それぞれが目的と手段という密接な関係にあり、評価にお
いても、その関係を重視しなければならない。政策評価は施策の影響を受け、施策評価
は事務事業に影響される。逆にいえば、政策の効果をあげるためには、施策や事務事業
の構成が重要となる。 
したがって、区政全般を評価し、その生産性を高めるために、政策、施策、事務事業
を総合的に評価し、各レベルを体系的かつ継続的に見直していく。 
 
杉並区行政評価の区分

対象 指標 目的 評価表 主な担当部門

基本計画
６分野
23政策項目

政策指標-３０
（5指標×
６分野）

基本構想・基本計画の
達成度確認
政策・施策の重点化･
戦略化
施策の優先順位付け
区政の状況報告

Ａ表-分野の評価
Ｂ表-政策項目評価

行政評価組織によ
る評価
各政策担当部に
よる評価

基本計画
81施策項目 施策指標-183

施策の有効性
事務事業の優先順位
付け

Ａ表-施策項目の評価
Ｂ表-施策を構成する
事務事業の状況

各部による評価
各施策担当課に
よる評価

全ての事務
事業
（約1000事業）

各事業ごとに
活動指標-２
成果指標-２

事務事業の効率化
事務事業の有効性

１事業に対し
１事務事業評価表

各部による評価
各課による評価
各係による評価

事務事業
評価

区分

杉
並
区
行
政
評
価

政策評価

施策評価

 
 
 

（３）杉並区政チェックリスト 

  政策評価については、杉並区行政評価検討委員会より、区民のわかりやすさなどを考
慮した30 の指標（６分野各５つの指標）を「杉並区政チェックリスト」とするよう提案
があった。提案は、区政の関心度に応じて政策指標を掲げ、改善すべき課題やさらに発
展させるべき課題の把握に結び付けていくということであり、これらを尊重し、杉並区
の政策評価に用いていく。 
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３．庁内の評価体制 

①政策評価・施策評価の担当部課 
    事務事業は所管の部課が明確になっているが、政策、施策は様々な施策や事務事業
によって構成され、所管部課が一つとは限らない。各政策・施策項目の評価を進める
所管を明確にするため、各項目の担当部課を指定する。評価のための情報収集などは
担当部課が受け持って行う。 
 
②総括組織 
    政策・施策評価等の内部の評価について、各所管部課で評価した後、評価の全体を
総括する内部組織を設け、総括的な評価をした上で、年次報告をまとめる。 
 
 

４．外部評価等 

①外部評価委員会 
行政評価の客観性を担保するために、区の内部評価の結果について、新たに専門家
等５人の委員により設置した「外部評価委員会」(平成１４年９月設置 会長 山本清
国立学校財務センター教授)により外部評価を実施する。 
 
②公表、年次報告 
行政評価について、区民に情報提供するため、それぞれの評価表だけでなく、評価
結果をグラフや表にわかりやすくまとめるなど年次報告として整理し、公表する。 
 
③意見提出手続（パブリックコメント） 
区民が、公表された行政評価の結果について、「意見提出手続」（パブリックコメン
ト）により、意見を述べることができる場を確保する。 
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第２章 平成 14 年度事務事業評価のまとめ 

１．平成 14 年度事務事業評価の概要 

事務事業評価は今年度４年目を迎え、総合的な行政評価システムの構築に向けて、政
策・施策評価の試行とも関係づけ取組んだ。また、各担当課においても、成果指標の見
直しなど、評価制度の向上にむけた努力がなされている。 

 
①評価対象 

平成１３年度に区が実施した９７５事業を対象とした。 

 

②新たな取組み 

ア）政策・施策評価との体系化 

 今年度より、政策、施策のそれぞれ一部について、政策・施策評価を試行したが、
事務事業評価については、昨年度に引き続き全事務事業を評価し、政策・施策評価に
活用した。 

 
イ）事業委託費の調査 

事業コストの明確化を図るため、事業費の内訳として｢委託費｣の項目を追加した。 

 
③評価対象単位数の変化 

評価対象としては、事業別予算の全執行項目をベースに、より評価に適した事務事

業単位に整理を進めてきた。その結果、平成11 年度から２４７の評価対象を整理統合

した。 

 
１１年度 １２２２事業

１２年度 １０５６事業

１３年度 １００７事業

１４年度 　９７５事業
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２．評価表記載内容の分析 

（１）結果評価 

①施策への貢献度 

貢献度合 事業数 14 年度 13 年度 12 年度 <13 年度比> 

貢献度大 704 72.2% 69.7% 73.8% +2.5 

貢献度中 199 20.4% 21.4% 17.7% -1.0 

貢献度小 59 6.1% 8.3% 8.5% -2.2 

その他 13 1.3% 0.6%   +0.7 

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%   

 

 
上位の施策への事業の貢献度では、平成１３年度比で、貢献度大が増え、貢献度小が
減っている。貢献度小、貢献度中などの事業の精査、見直しを行うとともに、貢献度大
についても、その理由とともに今後実証的なデータによって確認する必要がある。 
 
 
②区が行う必要性 

 

必要性種別 事業数 １４年度 13 年度 12 年度 <13 年度比> 

義務的事業である 222 22.8% 23.3% 22.6% -0.5 

民間・国・都ではなく区 
が行うべきである 

614 63.0% 62.9% 66.5% +0.1 

見直す余地がある 119 12.2% 13.2% 10.9% -1.0 

その他 20 2.1% 0.6%   +1.5 

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%   

　施策への貢献度

貢献度大, 72.2%

その他, 1.3%
貢献度小, 6.1%

貢献度中, 20.4%
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 区が行う必要性については、その比率はほとんど変化が見られないが、見直す余地があ
るとしているものについては、迅速に検討する必要がある。また、民間･国･都ではなく区
が行うべきであるとしているものについても、社会経済情勢の変化や法制度の変化に伴い、
区が公的な責任を負う中で、一部なりとも民間委託できるものはないかさらに検討を進め
る必要がある。 
 
 
③成果を向上させることができるか 

 

成果を向上させることかできるか

ある程度できる, 40.6%

できない, 21.3% その他, 3.2%

できる, 34.9%

 
 
 「できる」「ある程度できる」をあわせて約７６％になり、成果向上の意向は強い。「で
きない」では、多岐にわたる理由の中で、制度上の制約をあげるものが多いが、成果が限

成果向上可能性 事業数 １４年度 13 年度 12 年度 <13 年度比> 

できる 340 34.9% 39.0% 47.5% -4.1 

ある程度できる 396 40.6% 36.9% 24.2% +3.7 

できない 208 21.3% 23.1% 28.3% -1.8 

その他 31 3.2% 1.0%   +2.2 

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%   

区が行う必要性

民間・国・都ではなく区
が行うべきである
63%

義務的事業である
23%

その他
2%

見直す余地がある
12%
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界まで達しているとしているものも少なからずあり、視点を変えてみることなども必要で
ある。 
 
 
④ 成果向上のための方策 

方策 事業数 14年度 13年度 12年度 <13年度比>

手段方法の変更 449 46.1% 50.3% 65.8% -4.2

実施主体の変更 20 2.1% 2.8% 2.8% -0.7

対象の拡大 38 3.9% 2.6% 1.2% +1.3

事業量・活動量の増加 82 8.4% 8.5% 21.3% -0.1

人件費・活動量の増加 12 1.2% 0.8% 0.0% +0.4

組織権限等の見直し 11 1.1% 1.0% 0.0% +0.1

その他 363 37.2% 34.0% 8.8% +3.2

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%  
 

成果向上のための方策

手段方法の変更,
46.1%

その他, 37.2%

組織権限等の見直
し, 1.1%

人件費・活動量の増
加, 1.2%

対象の拡大, 3.9%

実施主体の変更,
2.1%事業量・活動量の増

加, 8.4%

 
 
 成果向上のための方策では、「手段方法の変更」が４４９事業、４６.１％と大きく、具
体的な改革案を示している。また、「その他」が３６３事業、３７.２％と大きいが、その
うち２００件（２０％）ほどは、前の質問において「成果向上できない」としているもの
である。 
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⑤コストを下げる余地はあるか 

コスト余地の有無 事業数 14年度 13年度 12年度 <13年度比>

ＯＡ化 34 3.5% 3.4% 3.2% +0.1

事業の統廃合 11 1.1% 2.6% -1.5

執行体制改善（組織統
廃合・簡素化）

27 2.8% 2.8% 6.3% 0.0

手段方法の変更 116 11.9% 9.4% +2.5

対象の縮小 8 0.8% 0.5% +0.3

民営化・外部委託化 35 3.6% 3.6% 4.0% 0.0

区民との役割分担・協働 23 2.4% 2.7% 2.6% -0.3

補助金など 188 19.3% 17.4% 23.4% ＋1.9

ない 526 53.9% 56.2% 60.5% -2.3

その他 7 0.7% 1.5% -0.8

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%  
 

　　コストを下げる余地はあるか

執行体制改善（組織統
廃合・簡素化）
2.8%事業の統廃合

1.1%

区民との役割分担・協
働
2.4%

ない
53.9%

ＯＡ化
3.5%

民営化・外部委託化
3.6%

対象の縮小
0.8%

手段方法の変更
11.9%

補助金など
19.3%

その他
0.7%

 
 
コストを下げる余地については、昨年度から約４ポイント増え、全体的には約４６％の
事業で何らかの方策があるとしている。「余地がない」が若干減っているが、５３.９％とな
っており、歳入が減少している中で、厳しい結果となっている。 

 
 
⑥受益者負担の見直しの余地はあるか 

見直し余地の有無 事業数 14 年度 13 年度 12 年度 <13 年度比> 

ある 185 19.0% 17.8% 23.2% +1.2 

ない 758 77.7% 80.2% 76.8% -2.5 

その他 32 3.3% 2.0%   +1.3 

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%   

受益者負担の見直しの余地が「ある」ものがやや増えて、185事業となっている。 
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⑦成果を維持して対象を限定・縮小できるか又は対象を拡大して成果を上げることが
できるか 

できる／できない 事業数 14 年度 13 年度 12 年度 <13 年度比> 

できる 212 21.7% 20.0% 20.1% +1.7 

対象を変更するの
は適切ではない 

717 73.5% 76.3% 79.9% -2.8 

その他 46 4.7% 3.7%   +1.0 

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%   

「できる」としている 212事業は、様々な具体的改革案が、評価の中で示されている。 
 
 

（２）今後の事業のあり方 

①今後の事業のあり方の状況 

  事業数 14 年度 13 年度 12 年度 <13 年度比> 

拡充 160 16.4% 13.3% +3.1 

サービス増 282 28.9% 32.2% 
27.3% 

-3.3 

改善余地なし 117 12.0% 10.9% 18.3% +1.1 

効率化 314 32.2% 29.8% +2.4 

縮小 24 2.5% 1.6% 
41.4% 

+0.9 

統廃合 78 8.0% 11.6% 13.0% -3.6 

その他     0.6%     

合計 975 100.0% 100.0% 100.0%   

 
＜参考＞    

  成果増 成果維持 成果減 

コスト増 拡充     

  コスト維持 サービス増 改善余地なし   

コスト減   効率化 縮小／統廃合 
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　今後の事業のあり方

統廃合
8.0%縮小

2.5%

効率化
32.2%

改善余地なし
12.0%

サービス増
28.9%

拡充
16.4%

  
 
全体的な傾向は、｢拡充」｢サービス増」（約４５％）｢効率化｣｢縮小｣｢統廃合｣（約４３％）
と大きく２分されており、この傾向は昨年と同様であるが、拡充と効率化がやや増えてい
る。 
 

 

 

②今後の事業のあり方の項目別事業例 

○「拡充」を選択した事務事業例 
事務事業名 改革案の概要 
ＮＰＯ等活動推
進 

平成１４年度に杉並区ＮＰＯ・ボランティア活動及び協働の推進に関す
る条例を制定し、(仮称）杉並区ＮＰＯ・ボランティア活動推進センター
の設置、ＮＰＯ支援基金を運用する。区民、ＮＰＯ等、事業者、区の役
割を明確にすることで実効性のある取組みをすることが出来る。(仮称)
杉並区ＮＰＯ･ボランティア活動推進センター設立準備会で事業のあり
方、運営主体等検討中。9月末報告書提出予定 

公共施設の緑化 区立施設の接道部緑化を積極的に推進する。良好にみどりを育成するた
めには、よりきめ細かな管理を行う。 

ごみの収集、運搬 ・13年度に引き続き 14年度でも実施する廃プラスチック分別収集モデ
ル地区調査事業の結果を踏まえ、全域実施の可能性を検証する。 
・14年度には、カラス被害の多いごみ集積所の状況改善と排出形態の多
様化に対応できる具体的な処理方法を検討するため、事業系可燃ごみ夜
間収集モデル事業を実施して検証する。 
・ごみ減量と負担の公平性の観点から、収集経費の排出者負担のあり方
を検討する。 
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○「サービス増」を選択した事務事業例 
事務事業名 改革案の概要 
広報すぎなみ・視
力障害者用広報
の発行及び広報
スタンド維持管
理 

①住民参加型の広報紙づくりをさらにすすめ、「区民の声」欄や、サー
クル紹介欄を定期的に掲載できるよう検討する。②区民の身近な場所に
広報スタンドをさらに増やし、配布を充実していく。③月一回程度、企
業の広告を掲載し、広告収入によるコスト減をはかる。 

知的障害者福祉
措置 

現在都が進めている福祉推進プランによる障害者施設緊急整備３ヵ年
計画により、施設の増加が見込めるので，こうした施設の情報を迅速に
把握し、入所を希望する障害者に適切に応えることでサービスの向上を
図る。 

不登校対策事業 文部科学省事業が制度化され、東京都の相談業務もある中、区の複数の
不登校対策事業をどのように生かしていくか、また、新たにどのような
対策を行うか等を同内容の事業を含めて見直し、より効率的に成果を上
げられるよう改善する検討を行う。特に、学校配置のスクールカウンセ
ラーや適応指導教室指導員の果たす役割が高いことから、情報交換や研
修を実施するなど、より専門性が高められるような機会の設定を検討す
る。 

 
○「改善余地なし」を選択した事務事業例 
事務事業名 改革案の概要 
選挙管理委員会
運営 

（義務的事業である） 

土地開発公社  事業費の大分部は、用地購入時の融資に係る元利償還経費であり、財
源の乏しい公社では、これらを区の貸付金なくして独自に支払うことは
不可能である。また、補助金についても運営上の最低限の経費であり、
削減にも限界がある。 

各種統計調査 指定統計という性格上、国の法令等に調査方法等が厳格に定められてい
るので、具体的な改善案を見出すことができない。 

 
○「効率化」を選択した事務事業例 
事務事業名 改革案の概要 
庁舎等維持管理 執行体制（巡視業務など）の見直しを行うとともに、維持管理コストの

より一層の削減に取り組む。また、庁舎の修繕計画を作成し、計画的な
修繕を行う。賃借ビルについては、１５年９月付けで賃貸借期間が満了
する瑞穂ビルを返却する。 

電子計算組織維
持管理 

15年度からの実施計画期間内に主要既存システム（基幹系）の整理統合
化と情報化アクションプランの具体化を進め、情報流通の基本的仕組み
を構築し「電子区役所」へ向けた取組みに入っていく。併せて情報シス
テムの運用環境の変化に対応するため、全庁的なセキュリティ・マネジ
メントをスタートさせる。 

保育園維持運営 ①保育所の設置・経営主体に係る規制緩和を受け、一部の保育園の公設
民営化を実施する 。                                                                  
②児童青少年センター、幼稚園等が実施する研修との相互乗り入れを推
進する。 
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○「縮小」を選択した事務事業例 
事務事業名 改革案の概要 
職員住宅管理 ①住宅退去時における内装修理費用の一部本人負担を杉並区職員住宅

規則において規定する。②独身寮については地方の新規採用者の確保と
いう目的が希薄になってきている等、時代の流れにより変化してきた職
員住宅全体のあり方を、次回の使用料見直し時期（平成 16 年度）に合
わせ検討する。 

衛生試験所運営 引き続き、外部に委託する検査を増やし、定数を削減する。一方、精度
管理を強化して検査結果の信頼性を高めるとともに、検査機器を必要に
応じて更新し、検査の効率化、高度化等を図る。 

居住安定支援（高
齢者世帯、障害者
世帯、ひとり親世
帯) 

杉並区高齢者世帯等支援事業に基づき、住み替え家賃助成事業の終了に
伴う激変緩和策を行う。また、居住安定支援事業も 18 年度で終了する
ため、継続助成者については、公営住宅への応募などの勧奨を行ってい
く。 

 
○「統廃合」を選択した事務事業例 
事務事業名 改革案の概要 
老人福祉手当 平成 14年度をもって廃止。 
菅平学園維持運
営 

杉並区議会の第１回定例会において学園の売却について可決され、今年
度限りでの廃園が決定している。 

清掃審議会の運
営 

環境施策は総合的に展開する必要があるため、環境審議会と清掃審議会
の統合を検討する。 

 

（３） 新規事業の評価 

平成１３年度主な新規事業 

事務事業名 
上位 
施策への 
貢献度 

貢献理由 
今後の 
事業の 
あり方 

（仮称）自治基本条
例の制定 大 

自治権拡充の前提として、自治の仕組みをわかりやすく区
民に伝えるとともに、「杉並らしい自治」のあり方を明らか
にして行く必要があるため。 

改善余地
なし 

（仮称）杉並ガイド
ブックの作成 中 杉並区のイメージアップにつながる。 改善余地

なし 

すぎなみ環境目的税 大 
消費者が買物袋を携帯し、事業者からのレジ袋の譲渡を回
避することを契機として、大量生産･大量消費･大量廃棄の
ライフスタイルを見直し、環境に優しい生活行動を採るこ
とが期待できる。 

改善余地
なし 

福祉サービス支援セ
ンター運営 

大 福祉サービスの利用方法が、措置から契約に転換する中で、
意思能力の低下した区民への支援はますます重要になる。 

サービス
増 

高齢者のための起業
支援 

中 高齢者の社会参加、就業機会の拡大に貢献する。 拡充 

グループカウンセリ
ングの実施 大 近年、大きな社会問題となっている児童虐待を防止することにより、子どもが健やかに育つことができる。 拡充 

認証保育所運営 大 ０歳児保育、１３時間以上の開所時間など、区民がより必要とする保育ニーズに応えることができた。 拡充 

環境博覧会の開催 大 
環境配慮理念の共有化や協働意識の醸成を推進する事業で
あり、「環境先進都市すぎなみ」の創造のため、大きく貢献
するものである。 

サービス
増 

サイクルアクション
プログラム策定 大 区、区民、事業者が自転車のまちづくりを実現するために、何をすべきか、具体的な計画を策定している。 統廃合 

学校希望制度 大 

保護者と子どもの学校選択の幅を拡大することにより、学
校運営への参画意識がこれまで以上に高まり、地域に開か
れた魅力ある学校づくりを進めることができる。また、学
校は選ばれる側に立つことにより、活力ある学校運営や特
色ある教育活動に積極的に取り組むことにつながった。 

改善余地
なし 
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１３年度新規事業の上位施策への貢献度をみると、７４事業のうち、貢献度大としてい
るものは６０事業８１％、貢献度が中としているものは１６％で、新規事業を導入したね
らいは果たされているといえる。また、「今後の事業のあり方」の傾向をみると、「拡充」（３
２％）と「サービス増」（２０％）を合わせると全体の５２％と積極的な評価を行っている。 
新規事業については、今後とも初期段階において入念な評価が必要である。 

 

 

３．平成１４年度事務事業評価のまとめと課題 

○ 事務事業評価が４年目に入ったことから、平成１４年度は、行政評価部会による事務
事業の点検整理を行わないこととした。各所管における評価能力は高まってきている
が、一方、集計分析の段階で、事業費の記載ミスもみられた。事前の説明会や研修会
などを充実させる必要がある。また、１次評価段階での、確かな複数チェックが必要
である。 
○ また、政策評価、施策評価による評価の方向性、体系的な評価を踏まえた事務事業評
価の評価単位の整理が必要である。 
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第３章 政策・施策評価試行結果 

１．試行対象 

  ６分野、６政策項目、３２施策項目 
政策分野全６分野とそれに連なる政策のうち１政策ずつ、及び評価対象となった政策
に連なる施策全てを試行の対象とした。その一覧は下記のとおりとなる。 

分野
番号 分　野 政策

番号 政　策 施策
番号 施　策

1 まちづくり施策の総合的推進
2 適正な土地利用と住環境の整備
3 住民参加のまちづくり
4 都市機能の充実
5 道路交通体系の整備
6 交通安全の推進
7 自転車問題の解決
8 住宅施策の推進
9 災害に強い都市の形成
10 水害対策の推進
11 防災力の向上
12 水辺とみどりの保全創出
13 公園づくり
14 まちの景観づくり
15 環境美化の推進
16 環境施策の総合的推進
17 ごみの発生抑制及びリサイクルの推進
18 環境配慮行動の推進
19 公害の防止
20 ごみ排出の適正化及び収集サービスの向上
21 保健福祉施策の総合的推進
22 健康なまちづくりの推進
23 生涯を通じた健康づくりの支援
24 保育の充実
25 多様な保育ニーズへの対応
26 地域子育て支援の充実
27 障害児の援護の充実
28 子どもの育成環境の整備
29 子育て家庭の生活支援
30 高齢者の社会参加と交流の拡大
31 高齢者の地域社会での介護予防と自立支援
32 介護保険サービスの基盤整備
33 障害者の社会参加や就労機会の拡大
34 障害者の地域社会での自立支援
35 地域福祉の基盤整備
36 生活の安定と自立への支援
37 国民健康保険の運営
38 国民年金制度の運営
39 地域医療体制の整備
40 健康を支える仕組みづくり
41 安全で明るい地域社会づくり
42 産業施策の総合的推進
43 産業振興の基盤整備
44 新しい産業の育成・支援
45 魅力ある商店街づくり
46 商店街の情報化

11 都市農業の育成のために 47 新しい都市農業の推進
48 働くひとびとの条件整備
49 男女が対等に働ける職場環境づくり
50 高齢者、障害者の就労機会の拡大
51 NPO・ボランティアなどが活動しやすい環境整備

23 区民生活を支える基盤整備 81 区民生活の情報基盤整備

1

12 多様な働き手、組織が活躍する
社会の形成のために

商店街の活性化のために

みどりの産業で元気
のでる都市をつくろ
う～活力とにぎわい
のあるまち

産業経済・区民
生活分野

4

　　　　　　　平成１４年度政策・施策評価対象　　　　　　　　　　試行対象

3

4

2

良好な住環境と都市機能が調
和したまちをつくるために

3

5

9 環境と共生する産業の育成のために

10

やさしさを忘れず共
に生きるまちをつく
ろう～安心して健や
かにくらせるまち

健康･福祉分野

子育てを社会で支え、子どもが
健やかに育つために6

7

8

共に生きるまちをつくるために

安心してくらせるために

環境に負荷を与えない持続的
な成長が可能なまちをつくるた
めに

うるおいのある美しいまちをつく
るために

安全で災害に強いまちをつくる
ために

健康を支えるまちづくりのため
に

水辺をよみがえらせ
みどりのまちをつくろ
う～くらしと環境が調
和するまち
　
みどり･環境分
野

2

1

水辺をよみがえらせ
みどりのまちをつくろ
う～くらしと環境が調
和するまち

安全･安心分野
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２．試行結果概要 

（１） 政策評価 

政策評価、施策評価どちらにおいても、目標設定や評価において、抽象的な長文が多く、
数値目標などによる具体性やわかりやすさが不足していた。 
そのため、数値目標化や箇条書きなど、簡明な文章とするよう調整した。 
 

① 目標の設定 

目標設定は、１）長期的な目標と、２）当面の達成目標に分かれる。 
１） ［長期的な目標］は､本来達成すべき目標(交通事故はゼロにする)や､適正な水準
(経常収支比率は７０％～８０％ぐらい)などを､あるいは本来あるべき姿や状態を明確
にする。 
２） ［当面の達成目標］は、本来あるべき長期的目標に近づくために、短期的あるいは
中期的な時間の中で､達成すべき目標を設定する。 
今回は、当面の達成目標と、指標の定義、計算式や比較データの収集などを重視し
た。 
指標によっては指標の変化の推計が難しく､達成目標で数値を高くする､あるいは低
くするという目標設定しかできないものもある。具体的な評価を積み重ねる中で､次第
に目標の精度向上を図っていく必要がある。 
分野別の当面の達成目標は､次の表のとおりとなった。 

 
 
 

52 教育施策の総合的推進
53 豊かな学校教育づくり
54 児童・生徒の健康維持及び安全の確保
55 教育施設の整備・充実
56 学校教育の環境整備
57 多様な教育機会の提供
58 就学のための経済的支援
59 学校運営への参画
60 地域への学校開放
61 家庭における教育力の向上
62 生涯学習環境の整備・充実
63 図書館サービスの充実
64 消費者行政の充実
65 文化・芸術活動の推進
66 文化・芸術活動の基盤整備
67 地域活動の推進
68 交流と平和の推進
69 男女共同参画社会に向けた環境整備
70 内部事務等の適正かつ効率的な執行
72 行政財産の適切な取得・運営及び維持管理
73 政治意識の高揚と政治参加の促進
78 効率的で効果的な組織・体制づくり

19 区民と行政の協働 74 区民と行政の協働
75 創造的な政策形成と行政改革の推進
76 財政の健全化と財政基盤の強化
77 区民に身近で開かれた行政運営
82 区政相談等の充実

21 地域と行政の情報化 79 地域と行政の情報化

22 自治権の拡充と広域的な連携・
協力 80 自治権の拡充と広域的な連携・協力

6

21世紀ビジョンの実
現に向けて

区政経営分野

18

創造的で開かれた自治体経営20

区政を支える基盤整備

生涯学習の推進のために

地域文化の創造のために

ふれあいと参加の地域社会をつ
くるために

地域に開かれ、支えられた教育
のために

魅力ある学校教育のために

5

未来を拓く人をつく
ろう～生涯にわたっ
て学びあう

自律･教育分野

16

17

13

14

15
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分
野 政策分野名 当面の達成目標

1

安全・安心分
野
（水辺をよみが
えらせみどりの
まちをつくろう）

①駅前放置自転車の台数を１７年度末までに１３年度の５０％まで減らす。
　　(Ｈ１３－９,０２３台）
②狭あい道路整備率を１７年度末までに２０．０％に増やす。
　　(Ｈ１３－１５．２％）
③杉並区が安全安心なまちと思う区民の割合を高くしていく。
　　(Ｈ１３－５８．４％）
④交通事故死傷者数比率を17年度末までに年５％ずつ減らす。
　　(Ｈ１３－７８７人／１０万人）

2

みどり・環境分
野
（水辺をよみが
えらせみどりの
まちをつくろう）

①窒素酸化物（NO2）の濃度を平成２２年度末までに0.030ppmにする。
　　(Ｈ１３－０．０４２ｐｐｍ）
②区民や事業者のごみ排出量（全体量）を、平成24年度末までに１３年度比
　　で10％削減する。(Ｈ１３－３６４.３ｋｇ／年）
③24年度までにリサイクル率を４３.0％にする。(Ｈ１３－１８．５％）
④公共施設の緑化面積を増加させる。(Ｈ１３－現在調査中）
⑤杉並区が美しいと思う人の割合を平成２２年度末までに、60％にする。
　　(Ｈ１３－２９．１％）

3

健康・福祉分
野
（やさしさを忘
れず共に生き
るまちをつくろ
う）

①要介護者率を低下させ、健康寿命（65歳以降の平均自立期間）を延ばす。
　　(Ｈ１３－男１５.９年､女１７.８年）
②公共施設のバリアフリー化を進める。(Ｈ１３－３６．３％）
③平成１９年度末までに、特別養護老人ホームへの入所を希望する方の
　　２０％が、６か月から１年以内に入所できるようにする。(Ｈ１３－１年４か月）
④生きがいを感じて暮らす高齢者の割合を、平成１９年度末までに80％以上
　　にする。(Ｈ１３－７０．４％）
⑤保育園の待機児童の解消を図る。(Ｈ１３－１２５人）

4

産業経済・区
民生活分野
（みどりの産業
で元気のでる
都市をつくろ
う）

① 消費者の区内商店街への満足度を、平成１８年度末までに６０％以上に
　　向上させる。（Ｈ１３－５１％）
② 1商店街当たりの空き店舗率を平成１８年度末までに、５％以下に改善す
　　る。（Ｈ１３－６．６％）
③ＳＯＨＯ的事業者の５年間の新規創業総数１０００件を実現する。
　　(平成１３年度から１８年度までの５年間)（Ｈ７～１２では、６９０件）

5

自律・教育分
野
（未来を拓く人
をつくろう）

①児童生徒の学力レベルを平成１７年度末までに８５％以上に向上させる。
　　(Ｈ１３－小８３．７％、中７６．３％）
②不登校児童生徒数を平成１７年度末までに２００人以下に低下させる。
　　(Ｈ１３－２４１人）
③教育改革アクションプランの計画事業１０３項目を推進する。
　　(Ｈ１４－実施済み７０項目）

6

区政経営分野
（21世紀ビジョ
ンの実現に向
けて）

①区民の区政満足度を平成１７年度末までに５０％以上にする。
　　(Ｈ１３－４１．６％）
②経常収支比率は平成１７年度末まで８５％以下の水準を維持し、22年度末
　　までに８０％以下にする。(Ｈ１３－８２．２％）
③職員定数を平成１７年度末までに５００人削減する。
　　(Ｈ１３、１４で２２５人削減）  

 
 
 
 

② 分野別評価 
 
分野別評価は試行で、分野の全体をみることはできなかったが、次の表のような評
価と課題がみられる。 
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なお、目標達成状況については、今年度初めて目標を設定し、スタートラインに立
ったということであり、分析、評価が難しいとしているものが多い。 
また、［総合評価］、［今後の分野戦略計画のあり方］など、抽象的な文章表現による
ものが多く、今後具体的表現にしていく必要がある。 
 

分野 政策分野名 評価 課題

1 安全・安心分野

犯罪発生率が増加、駅前放置自転車台
数が横ばいなど注意しなければならな
いが、犯罪発生率は全国平均・東京都
平均よりは低い。

社会資本整備は長期間にわたり大規
模投資が必要など事前評価・途中評
価も必要である。

2 みどり・環境分野

大気の状況が横ばいであり、公害苦情
発生件数が増加するなど環境面の状況
改善の困難さを示している。

特に清掃部門は12年度都から区に移
管され、カラス対策や夜間収集のモ
デル実施などきめ細かい施策が増
え、今後、有効性・効率性の評価が
重要となってくる。

3 健康・福祉分野

保育所待機児童数、国民健康保険一人
当たり医療費の増がみられるが、国民健
康保険一人当たり医療費は23区内で最
も低い。

待機児童数、子育て相談件数が増加
しているなど新たな社会状況の変化
があり、対応が必要である。

4 産業・経済分野

アニメ産業支援やポイントカード導入な
ど新たな施策に取組んでいる。

景気の動向に影響される政策であ
り、新たな起業、空き店舗発生率な
ど商店街活性化が課題となってい
る。

5 自律・教育分野

不登校児童生徒数は減少傾向である。
週五日制が始まる中で、学力低下の懸
念が強いが、現在学習定着度は８０％
台にある。

不登校児童生徒数は減少傾向であ
る。週五日制が始まる中で、学力低
下の懸念が強いが、現在学習定着度
は８０％台にある。

6 区政経営分野
区税収入が減少しているが、財政の硬
直化は改善されつつある。

さらなる財政基盤の強化と区民意見
(区民ニーズ)の取り入れの強化を課
題としている。  

 
 

③ 各政策項目のコスト等 

政策項目別のコスト(総事業費)と、それに占める人件費の割合と前年比の変化をみる
と次の表のようになる。児童福祉や学校教育の人件費割合の大きい分野で、委託化など
によりコスト削減が進み人件費比率が低下しており、また、全体でみても、人件費比率
が着実に低下していることを示している。 

 

ア） 各政策項目のコスト 

政策名 
１３年総事業費 
（千円） 

良好な住環境と都市機能が調和したまちをつくるために 8,607,023 
環境に負荷を与えない持続的な成長が可能なまちをつく
るために 

9,270,801 

子育てを社会で支え、子どもが健やかに育つために 19,175,773 
商店街の活性化のために 239,927 
魅力ある学校教育のために 14,885,782 
創造的で開かれた自治体経営 1,906,424 
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イ） 政策項目人件費比率 

        政策項目人件費比率 
政策名   11年度 12年度 13年度 

割 合 27.86% 29.88% 26.58%良好な住環境と都市機能が調和したまちを
つくるために 前年比 2.02% -3.30%

割 合 33.94% 38.21% 37.22%環境に負荷を与えない持続的な成長が可能
なまちをつくるために 前年比 4.27% -0.99%

割 合 67.79% 67.07% 61.53%子育てを社会で支え、子どもが健やかに育つ
ために 前年比 -0.72% -5.54%

割 合 8.95% 10.17% 12.79%
商店街の活性化のために 

前年比 1.22% 2.62%
割 合 49.96% 49.05% 44.78%

魅力ある学校教育のために 
前年比 -0.91% -4.27%
割 合 68.09% 79.35%

創造的で開かれた自治体経営 
前年比 11.26%
割 合 52.64% 51.04% 47.60%

合  計 
前年比 -1.60% -3.44%

 

政策項目人件費比率
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④ 杉並区政チェックリストの状況 

杉並区政チェックリスト（政策指標）は､今年度定義や算式の明確化と、比較対照
も含めた指標データの収集等を行った。今後､一層のデータ収集と、指標の動向など
の分析を深めていかねばならない。 
また、政策指標(チェックリスト)は、行政だけで達成する効果だけでなく、区民、
事業者など区全体として達成する指標ともなっている点などは、今後十分説明してい
かなければならない。 
３０の政策指標のうち、数値目標が設定された政策指標は政策指標全体のうち４
７％（１４指標）であった。数値目標が設定されていない場合には「高くする」「低
くする」といった目標設定の仕方も含まれるが、どれくらい高くなったか（低くなっ
たか）という目標達成率の評価を行うためには、「○％にする」といった明確な数値
目標を設定することが課題となる。 
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今年度、政策評価で取得した杉並区政チェックリスト(政策指標)の状況は下記一覧
表のとおりであり、それをグラフに表すと参考資料（杉並区政チェックリストの状況）
のようになる。 

 
 

平成 17

指標値で、（）書きのものは、当該年度の数値ではなく、前の数値で直近のもの
※特に記載がある場合はその年度末の目標値

みどりの産業事業所数（農業を含む）
若者に対するまちの魅力度

４８００(現状維持)4,8014,7704,814千円課税所得の平均値
魅力度を高くする81

９０
区民１人あたりの区の負債額 円 250,556 253,781 240,084 低くする
職員のやる気指数 ％ ー ー

41.6ー

80.4

５０
杉並区を住みよいと感じている区民の割合 ％ 92.5 91.8 92.8 ９５

区民の区政満足度 ％ ー
区民１人あたりの行政コスト 円 221,086 225,879 222,630 ー

平日2時間19分
休日3時間41分

10％長くする区民一人あたりの文化的時間 平均時間 ー ー

小学生36.5
中学生22.8

高くする

人 263 250 241
いじめられている子の味方になったこ
とがある子どもの割合 ％ ー ー

小学生83.7
中学生76.3

８５％以上

不登校児童生徒数

24.0 高くするボランティアに参加したことがある区
民の割合 ％ ー ー

２００人以下

％ ー ー

児童生徒の学力レベル
　　(学習定着度） ％ ー ー

(31.8)(31.8)

箇所

数値を高くする

減少率を低くする(21,827)(21,827)21,827

商店街の活性化度（従業員一人あた
りの売上高） 百万円 31.8

高齢者の就業率 ％ － － 34.3 減少率を低くする
125 低くする（１９年度末）保育園待機児童数 人 84 118

1年以内（１９年度末）

70.4 ８０％以上（１９年度末）

月 － － 1年4 か月

高齢者で生きがいを感じている人の割合 ％ － －

減少させる（１９年度末）

公共施設バリアフリー度 ％ － － 36.3 検討中
国民健康保険一人当たり医療費 円 156,034 159,330 161,496

特別養護老人ホーム入所者平均待機
期間

(現在、調査中) 高くする
杉並区が美しいと思う人の割合 ％ － － 29.1 ６０(２２年度末）
公共施設の緑化面積 m2

364.3363.4 １０％減（２４年度末）

リサイクル率 ％ 16.2 18.7 18.5 ４３．０％（２４年度)

区民１人あたりのごみ排出量
（全体量） ｋg／年 －

杉並区の大気の状況
（窒素酸化物の濃度）

ppm(区役所
測定室) 0.039 0.038 0.042 ０．０３０(２２年度末）

787 ６４１交通事故死傷者数比率 人/10万人 693 820

２０．０

58.4 高くする
％ 12.8 14.0 15.2

杉並区が安全・安心なまちと思う区民の割合 ％ － －

低くする
駅前放置自転車の台数 台 8,912 9,189 9,023 ４,５１２

目　　標　　値
11年度 12年度 13年度 年度末※

単位
指　　　　標　　　　値

犯罪発生率 件/10万人 1,512 1,730 2,081

杉並区政チェックリスト(政策指標）

産
業
経
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・
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活
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（２） 施策評価 

施策評価は、政策評価と事務事業評価のつなぎとなるだけでなく、事務事業の取捨選
択に役立てるものとして、行政評価の要となる位置にある。今回の試行では評価の基礎
になるデータの不足により、十分な評価を行う段階とはならなかった。 
そうした状況の中、施策評価では、次のような点をまとめた。 

 

① 各施策の集中方向 

施策内の事業の重点化方向をみる［施策の集中方向］では、各施策で「見直し事業」
などのふるいわけが行われている。「見直し事業」では、１５事業があげられているが、
フレッシュ補助事業や民間講師派遣など比較的新しい事業もあり、さらに事務事業評価
での評価と対照してみる必要がある。各施策の集中方向は次の表のようになる。 

 

番
号 施策名 重点事業

費用対効果高い
事業 見直し事業 新規事業

1
まちづくり施策の総合的
推進

都市計画審議会運営

2 適正な土地利用と住環
境の整備

地区計画に関する事業 地区計画に関する事
業

建築審査会運営
事業

新規地区計画策
定に関する事業

3 住民参加のまちづくり
4 都市機能の充実 市街地の再開発促進事業

5 道路交通体系の整備 ・狭あい道路拡幅整備 ・占用､使用許可
・舗装新設等工事

6 交通安全の推進

7
自転車問題の解決 有料制自転車駐車場運営 放置自転車の撤去・

返還・処分

8
住宅施策の推進 高齢者の居住安定を図る

入居支援制度
民間賃貸住宅の活
性化を図る

専用居室の運営、
シルバーピア事業

民営、民間活力を
利用した住宅の確
保

16
環境施策の総合的推進 すぎなみ環境カエルくらぶ

の運営支援（環境配慮行
動の拡充）

環境博覧会の開催

17 ごみの発生抑制及びリ
サイクルの推進

びん・缶・古紙回収 集団回収事業 リサイクル協会運
営事業

18 環境配慮行動の推進 エコ・シール推進 マイバッグの推進

19
公害の防止 苦情処理・相談、自動車

交通騒音測定、大気汚染
常時測定

ディーゼル車から
低公害車への買
い替え助成

20
ごみ排出の適正化及び
収集サービスの向上

ふれあい指導 清掃協力会

24

保育の充実 認証保育所運営、区内私
立保育所に対する運営加
算、区内私立・区外公私
立保育所に対する国・都
運営委託、延長保育、産
休明け保育、保育園改
築、保育園改修

グループ保育 保育室運営

25 多様な保育ニーズへの
対応

年末保育 病後児保育

26 地域子育て支援の充実 グループカウンセリングの
実施

子ども家庭支援セン
ター

27 障害児の援護の充実

28
子どもの育成環境の整
備

児童館維持管理及び運営 学童クラブ施設維持
管理及び運営

青少年社会参加
活動推進事業  
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番
号 施策名 重点事業

費用対効果高い
事業 見直し事業 新規事業

29

子育て家庭の生活支援 児童手当・乳幼児医
療費助成

母子福祉資金貸
付・母子寡婦福祉
団体連合会助成・
ひとり親家庭ホー
ムヘルパー派遣

45 魅力ある商店街づくり 元気を出せ商店街事
業

　

46 商店街の情報化
52 教育施策の総合的推進

53
豊かな学校教育づくり 教育研究奨励 中学生海外派遣・

ウィロビー市親善訪
問団受入

フレッシュ補助教
員　学生ボランティ
ア

54
児童・生徒の健康の維
持及び安全の確保
55 教育施設の整備・充実 余裕教室の活用
56 学校教育の環境整備

57

多様な教育機会の提供 健康学園の運営、済
美養護学校幼児教
室運営、私立幼稚園
等心身障害児教育
費補助金

心身障害学級の充
実

58
就学のための経済的支
援

奨学資金、就学諸援助
（小学校）、就学諸援助
（中学校）

75 創造的な政策形成と行
政改革の推進

行財政改革の推進

76 財政の健全化と財政基
盤の強化

施策の見直しに連動する
予算編成

77 区民に身近で開かれた
行政運営

広報活動（報道機関への
情報提供）

施設めぐり

82 区政相談等の充実 区民相談 庁舎案内  
 

 

② 各施策のコスト 

今年度評価対象の施策の、平成１１年度から１３年度の、事業費、人件費、総事業費
は次の表のようになる。記入されている施策では概略のコストの変化がわかる。 
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総事業費が伸びている施策は、「子育て家庭の生活支援」で、３ヵ年で総事業費が約３
２％伸びている。また、「保育の充実」は１２年、１３年のデータであるが３．６％伸び
ている。 
「道路交通体系」の整備は、３ヵ年で１割近く歳出を削減しているが、「自転車問題の
解決」では、大きく歳出を伸ばしている。 
教育の分野では、「教育施設の整備・充実」、｢多様な教育機会の提供｣が総事業費を伸
ばしている。 

 

③ 施策の総合評価等 

次表のとおり各分野の施策からひとつずつ、政策への貢献度、総合評価を例として掲
げるが、まだ抽象的、主観的な記述が多い。目標年度に至らないと、達成状況など具体
的な評価はできにくい。 

 

番号 施策名 事業費１１ 事業費１２ 事業費１３ 人件費１１ 人件費１２ 人件費１３ 総事業費１１総事業費１２総事業費１３
1 まちづくり施策の総合的推進 43,800 42,782 43,763 83,925 80,840 61,620 127,725 123,652 105,383

2
適正な土地利用と住環境の
整備 143,499 54,254 81,400 669,407 663,284 658,261 812,906 720,831 739,667

3 住民参加のまちづくり 57 1,667 3,239 2,359 3,266 19,058 2,416 4,933 22,297
4 都市機能の充実 230,345 248,272 5,358 48,450 45,637 55,539 278,795 293,909 60,897
5 道路交通体系の整備 3,292,886 3,013,212 3,014,231 1,129,267 1,164,132 1,006,997 4,422,153 4,177,344 4,021,228
6 交通安全の推進 729,116 633,787 679,586 202,147 196,066 169,646 931,263 829,853 849,232
7 自転車問題の解決 759,792 728,676 1,477,839 141,721 170,120 153,279 901,513 898,796 1,631,118
8 住宅施策の推進 1,085,313 1,108,865 1,013,756 149,993 161,970 163,451 1,235,306 1,270,834 1,177,207
16 環境施策の総合的推進 7,259 6,233 23,147 42,644 45,366 75,325 49,903 51,599 98,472

17 ごみの発生抑制及びリサイクルの推進 316,940 985,106 1,013,849 46,727 386,780 338,045 363,667 1,439,483 1,408,248

18 環境配慮行動の推進 0 5,022 15,963 0 20,596 45,829 0 25,618 61,792
19 公害の防止 26,317 31,011 33,847 90,730 90,730 90,730 117,047 121,741 124,577

20
ごみ排出の適正化及び収集
サービスの向上 0 4,432,510 4,677,240 0 2,874,152 2,900,472 0 7,306,662 7,577,712

24 保育の充実 0 2,877,847 3,692,268 0 8,811,999 8,683,437 0 11,689,846 12,375,705
25 多様な保育ニーズへの対応 0 359 70,077 0 0 91 0 359 70,168
26 地域子育て支援の充実 19,759 16,962 20,562 68,881 69,227 82,402 88,640 86,189 102,964
27 障害児の援護の充実 113,477 111,553 116,877 282,170 282,170 280,782 395,647 393,723 397,659
28 子どもの育成環境の整備 574,844 477,984 536,715 2,693,114 2,698,592 2,578,952 3,267,958 3,176,576 3,115,667
29 子育て家庭の生活支援 1,721,545 1,940,512 2,272,292 129,200 137,366 165,952 1,850,745 2,077,878 2,438,244
45 魅力ある商店街づくり 155,155 134,552 157,098 15,242 15,242 28,861 170,397 149,803 187,511
46 商店街の情報化 0 0 50,601 0 0 1,815 0 0 52,416
52 教育施策の総合的推進 26,108 26,902 35,461 63,058 63,058 63,525 89,166 89,960 98,986
53 豊かな学校教育づくり 572,388 432,213 575,533 199,422 204,077 207,100 771,808 636,287 782,631

54 児童・生徒の健康の維持及
び安全の確保

327,200 321,595 355,144 85,395 84,760 82,038 412,595 406,355 437,182

55 教育施設の整備・充実 1,494,204 1,988,940 2,070,832 69,409 89,370 88,573 1,563,613 2,078,310 2,159,405
56 学校教育の環境整備 3,373,736 2,981,847 3,323,198 6,709,024 6,400,805 6,093,998 10,082,760 9,382,651 9,417,196
57 多様な教育機会の提供 232,010 232,144 649,483 69,277 72,761 79,695 301,287 304,905 729,178
58 就学のための経済的支援 1,229,900 1,253,536 1,210,928 49,448 50,627 50,276 1,279,348 1,304,163 1,261,204

75
創造的な政策形成と行政改
革の推進 15,179 19,074 19,026 58,340 59,247 124,692 73,519 78,321 143,718

76 財政の健全化と財政基盤の
強化

170,705 152,728 151,915 1,130,224 1,110,536 1,113,505 1,300,929 1,263,264 1,265,420

77 区民に身近で開かれた行政
運営

201,596 488,905 189,783 236,600 290,588 258,037 438,196 779,490 447,820

82 区政相談等の充実 37,585 31,453 32,993 14,044 16,395 16,473 51,629 47,848 49,466
16,900,715 24,780,503 27,614,004 14,480,218 26,359,759 25,738,456 31,380,931 51,211,183 53,410,370合　　　計

(単位　千円）
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④ 施策指標 

次表のとおり施策指標一覧を掲げる。 

○ 施策指標の数値目標の設定状況は、数値目標ありが65％、数値目標ではない目標が
あるものは１４％、調査・検討中が１％、裁量判断の政策決定を行うため目標なし
が２０％であり、おおむね設定できている。 
○ 施策指標については、政策指標と同様、指標の定義、算式の明確化や関連データの
収集にポイントを置いて進めてきた。 
 

番
号 施策名 政策への貢献度 総合評価

7
自転車問題
の解決

　良好な住環境を実現するためには、放置自転車
で溢れた駅周辺の状態を解消する必要がある。

　自転車駐車場の事業費を削減するなど、コスト削減に努めた。しか
し、区としての成果が現れる放置率については、横ばい状態であるた
め、抜本的な対策が求められている。このため、区、区民、事業者が具
体的に何をすべきか計画化した「サイクルアクションプログラム」を懇談
会で検討し、14年度に「杉並区サイクルアクションプログラム」を策定し
た。

20

ごみ排出の
適正化及び
収集サービス
の向上

　ごみを適正に分別し、収集することにより、可燃
ごみへの不燃ごみ、資源の混入等を減少させ、中
継施設、中間処理施設での適正処理を行った。こ
れにより埋立て処分量を減少させ、最終処分場の
環境負荷を軽減した。
　また、収集・運搬車両に低公害車を導入し、環
境負荷のかからない清掃事業を推進している。

　清掃事業移管後３年目に入り、カラス対策、分別モデル回収、ふれ
あい指導の充実など住民ニーズに対応したサービス向上に努めた。
　資源を除くごみ排出量は減少したが、一部事務組合等負担金の増
加や分別モデル回収等の新たな事業の実施により、事業経費は増加
している。

25
多様な保育
ニーズへの
対応

　待機児童数がなかなか減少しない状況の中で、
駅前保育所を開設できたことは待機児の解消や
利用しやすい保育環境の整備に貢献した。
　また、年末保育を実施することで、保護者の年末
の就労の機会を確保し、子育てを支える社会づく
りに貢献できた。

　平成１３年度に国の少子化対策臨時特例交付金を活用し、駅前保
育所を開設したことにより、待機児の解消を図ることができた。
　また、年末の保育ニーズに対応するため、年末保育を実施したこと
により、保護者が安心して年末に働くことができた。

46 商店街の情報化

商店街会員の情報化に対する意識が高められ、
顧客サービスが向上している。また、住民に対す
る商店街の魅力が高まり、商店街に活力が取り戻
されつつある。

すぎなみポイントカードは、事業主体の法人化を経て、適用商店街を
区内全域に拡大しつつある。まだ､現時点ではカード加盟店舗数及び
カードの利用度が当初予定を下回っているが､カード機能の活用によ
るメリットが顧客・個店に明らかとなれば区内商店の魅力を高める手段
として有効に機能するものと評価する。

57 多様な教育機会の提供

　小・中学校心身障害学級、養護学校、健康学園
や適応指導教室を運営することなどにより、児童
生徒の特別な教育的ニーズに対応した多様な教
育機会を提供し、魅力ある学校教育の実現のた
めに大きく貢献している。

　保護者の障害に対する理解や認識が深まり、障害児教育に対する
期待も高まっており、就学相談や心身障害学級・養護学校への就学
が増加している。一人ひとりの特別な教育的ニーズに応じた教育を
行っているが、教育施設・設備や相談支援体制の整備などにより、適
正な就学が進み、障害のある子どもに対する教育的支援を適切に行う
ことができている。

82 区政相談等の充実

庁舎案内及び相談事業は、区政の基盤的事業で
あるが、上位施策に対しても、事業を通じて区民
生活の向上を図るとともに区民の声を収集分析し
て、区政へフィードバックすることにより寄与してい
る。

指標の変化から見ても、区民の必要度は高く、おおむねニーズにはこ
たえている。しかし、一方で事業に対するきめ細かな対応を望む声も
あり、今後は事業の内容をさらに精査し、より満足度を高めていく必要
がある。
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○ 施策指標一覧 
 

()で示した数値は、当該年度で取得した数値ではなく直前の調査で取得した数値を参考として掲載 

11年度
指標値

12年度
指標値

13年度
指標値

空地率 (25.68％) (25.68％) (25.68％)

住環境に満足している区民の割合 49% 高くする 17

昼夜間人口比率 (81.00％) (81.00％) (81.00％)

住民参加で行ったまちづくり事業の面積率 12.05% 12.05% 高くする 14

区が行う街づくり支援施策に応募した団体、個人の数 12団体 12団体 15団体 14

駅前区域の歩行者等専用面積(荻窪・久我山) 5,500㎡ 5,500㎡ 5,500㎡ 7,870㎡

荻窪駅のバス乗降客数 56,414人 56,061人 （56,061人）

エレベーター又はエスカレーターのある駅の数 9個所 18個所

都市計画道路の完成率 44% 44% 46%

南北バス(すぎ丸)の利用者数 162.764人 536,863人 657,000人 17

狭あい道路整備率 12.8% 14.0% 15.2% 20.0% 17

人口10万人あたりの交通事故による死傷者数 693人／10万人 820人／10万人 78７人／10万人 641 17

高齢者事故件数 352件 477件 440件 358件 17

小学校登下校時の事故数 11件 7件 9件 5件 17

自転車放置率 31.60% 31.80% 31.10% 15.60% 17

自転車駐車場利用率 60.50% 61.10% 62.20% 80.00% 17

区営住宅供給の計画達成率 55.30% 63.40% 63.40% 100% 22

最低居住水準未満の世帯比率 （15.8％） （15.8％） （15.8％） 低くする 22

区民一人当たりの住宅床面積 (28.36㎡) (28.36㎡) (28.36㎡) 37㎡ 22

区民一人一日あたりのごみ排出量(家庭系) 760g 734g 715g 429g 24

リサイクル率 16.2 18.7 18.5 リサイクル率を高める

ISO14001取得区内企業数 6 11 14 30 17

レジ袋を辞退した人の割合 33% 15

杉並区全体の温室効果ガスの発生量 現在調整中 現在調整中 調査結果を踏まえ検討 22

杉並区の大気の状況（窒素酸化物の濃度）NO２ 0.039ppm 0.038ppm 0.042ppm 0.030ppm 22

杉並区の大気の状況（窒素酸化物の濃度）SPM 0.042mg/m3 0.047mg/m3 0.045mg/m3 0.040mg/m3 22

自動車交通騒音レベル(昼間・夜間) 73・73 72・73 74・75 72・70 18

公害（６大）苦情発生件数 43 48 215 200 17

１ｔあたりのごみ処理費用（収集・運搬） 48,911円 低くする 19

１人あたりのごみ処理費用（収集・運搬） 14,539円 低くする 19

ごみ集積所のカラス被害割合 5.49% 低くする

目標
年度施策名 施策指標名

指標値

目標値

都市機能の充実

交通安全の推進

自転車問題の解決

住宅施策の推進

ごみ発生抑制及びリサ
イクルの推進

環境配慮行動の推進

ごみ排出の適正化及
び収集サービスの向
上

公害の防止

適正な土地利用と住
環境の整備

住民参加のまちづくり

道路交通体系の整備
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11年度
指標値

12年度
指標値

13年度
指標値

延長保育実施園の割合 36.36% 36.36% 38.64% 54.55% 17

保育園定員の割合 24.41 24.41 24.54 25.00 17

保育園利用者の満足度 65.70 80.00 17

病後児保育登録児童数の割合 10 17

駅前保育児童数 27人 ２７人 17

子育て等相談件数 2,600件 2,271件 2,758件 2,400件 17

地域子育てネットワーク１事業あたりの事業参加者数 51人 55人 59人 300人 17

身近で子育てをする仲間のいる人の率 81.2% 90.00% 17

障害児療育対応率 78.22% 90.00% 15

障害児療育対応数 801人 920人 15

学童クラブ待機児童数 38人 42人 49人 0 17

１８歳未満の人口のうち児童青少年セン
ター及び児童館の１日当り利用者数の割
合

4.70% 5.10% 5.00% 7.00% 17

区内の非行率 2.03% 1.92% 1.89% 1.00% 17

児童手当受給者数 3,204人 5,944人 8,527人 数値を高くする

ひとり親家庭ホームヘルプサービスを利用した世帯数 52世帯 48世帯 44世帯

乳幼児医療証受給者数　 13,876人 18,035人 20,344人 数値を高くする

商店街の集客力を高めるために
イベント事業を行った商店街

57 52 65 65 17

商店街空き店舗発生率 (4．9%) (4．9%) 6.6% 5% 17

区内小売業売上高 1,293拾億円　 (１，２９３拾億円)　(１，２３９拾億円)　

商店街カード化割合 14% 21% 14

商店街ホームページ開設割合 7% 14% 14

中学校の学習内容を理解している生徒の割合 80% 17

学校希望制度申請者割合（小学校） 小14.5％

学校希望制度申請者割合（中学校） 中15.2％

公立・私立在籍率（小学校） 小89％ 小89％ 小89％ 小90％ 17

公立・私立在籍率（中学校） 中68％ 中68％ 中66％ 中70％ 17

体力診断テストで全国平均１００とした
時の杉並区の数値（小学校）

（参考値）97 小100.02 100 14

体力診断テストで全国平均１００とした
時の杉並区の数値（中学校）

（参考値）97 中98.66 100 14

健診時の児童・生徒の平均疾病数（疾病
には歯科に関する疾病、弱視等を除く）

0.25 0.27 0.33 0.30 14

学校内事故数 90 115 92 83 14

耐震化実施校数 17.6 23.5 35.3 85.0 17

余裕教室活用数 121.0 134.5 142.0 累積室数増加 17

校地内の緑の率 － 学校内緑地の増加

指標値

施策指標名

保育の充実

多様な保育ニーズへ
の対応

地域子育て支援の充
実

障害児の援護の充実

子どもの育成環境の
整備

子育て家庭の生活支
援

魅力ある商店街づくり

商店街の情報化

施策名

教育施設の整備・充実

豊かな学校教育づくり

児童・生徒の健康維持
及び安全の確保

目標値 目標
年度
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11年度
指標値

12年度
指標値

13年度
指標値

児童、生徒の１人あたりの運営費 109千円 98千円 106千円

１クラスあたりの児童・生徒数 32.3人 31.5人 31.2人

１施設あたりの児童・生徒 388人 379人 374人

心障学級（健康学園を除く）、区立養護学
校に就学している児童、生徒の数

217人 222人 228人

適応指導教室入室者の進路決定率 85% 100% 100%

情緒障害学級等通級指導学級に通う児童、生徒数 119人 164人 163人

就学のための経済的
支援

教育のための経済的支援を受けている幼
児・児童・生徒の合計数 15,617人 15,794人 15,965人

杉並区を住みよいと思う区民の割合 92.50% 91.80% 92.80% 95% 17

事務事業評価表の「改善余地なし」の割合 18.30% 11.00% 12.00% 10.00% 17

職員提案の件数 296件 300件 17

経常収支比率 95.80% 86.30% 82.20% 85.00% 17

公債費比率 11.00% 9.60% 9.80% 8.50% 17

一般紙に対する情報提供件数 155 198 305 320 15

ホームページアクセス件数 22,269 180,678 416,373

情報公開請求件数 267 142 141

区民相談における相談者数 5,264人 5,501人 5,510人

庁舎案内の案内者数 131,800人 137,883人 154,737人

多様な教育機会の提
供

学校教育の環境整備

創造的な政策形成と
行政改革の推進

財政の健全化と財政
基盤の強化

区民に身近で開かれ
た行政運営

区政相談等の充実

目標値 目標年度施策名 施策指標名

指標値

 
 



 27 

（３） 区民評価指標等について 
 
 政策指標・施策指標の重要な一部として、区民による評価の状況を評価の中に組み
入れていく必要がある。これらは、例えば「杉並区が美しいと思う人の割合」のよう
に、区民評価指標として、所管部課が通常業務の中で取得できない指標を、アンケー
ト調査によってまとめて取得することとし、今年度、区民評価指標（区民評価指標一
覧参照）について、試行対象外の施策指標も含め、評価の基礎データとしてアンケー
ト調査を行った。 

 

○区民評価指標調査 

実施時期  平成１４年７月～８月 
対象    無作為抽出方法で選出した満 20歳以上の区民 1,400名 
実施方法  郵送によるアンケート調査 
回答数   567名（回収率 40.5％） 
 

 

 

○政策指標（区政チェックリスト）
1 杉並区が安全･安心な町と思う区民の割合
2 杉並区が美しいと思う人の割合
3 高齢者で生きがいを感じている人の割合
4 若者に対するまちの魅力度
5 ボランティアに参加したことがある区民の割合
6 いじめられている子の見方になったことがある子どもの割合
7 区民一人あたりの文化的生活時間
8 区民の区政満足度
9 杉並区を住みよいと感じている区民の割合
10 職員のやる気指数(職員アンケート)　※
○施策指標
11 住環境に満足している区民の割合
12 みどりと水のふれあいに満足している区民の割合
13 杉並区のまちを美しいと思う人の割合（重複）
14 震災対策について、理解、認知している区民の割合
15 家庭内の防災対策実施率
16 自分は健康だと思う区民の割合
17 健康習慣実践者の割合
18 子育て仲間や相談できる人がいない保護者の割合
19 高齢者で生きがいを感じている人の割合(重複）
20 週２回以上外出している高齢者の割合
21 地域活動やボランティア活動、または働いている高齢者の割合
22 障害者のうち現在の生活に満足している人の割合
23 外出したいのに外出に著しい支障を感じる障害者の割合
24 かかりつけ医・歯科医の両方を持っている人の割合
25 救急医療体制に安心感を持っている人の割合
26 ボランティアに参加したことがある区民の割合（重複）
27 親と一緒に食事しないことが週２回以上ある児童･生徒の割合
28 生涯学習・スポーツ活動に参加している区民の割合
29 地域活動への参加率
30 区民の区事業への参加率
31 杉並を住みよいと思う区民の割合（重複）

区民評価指標一覧

 
 

※政策指標「職員のやる気指数」については、平成１４年８月末
から９月初めにかけてパソコンのネットワークを利用したアン
ケートを実施した。対象は、学校を除いたパソコンを配置した職
場とし、回答数は 1,630名（回答率 45.28％）であった。 
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３．政策評価・施策評価試行のまとめと課題 
 

（１）総括 
○ 今回特に次のような点に重点を置いて進めた。 
・ 分野目標について、数値目標を用いるなどできるだけ具体的に整理した。 
・ 政策･施策指標について、定義、計算式を明確にした。 
・ 政策･施策指標について、比較データ等を集めた。 
上記を通じて、行政評価の基本的な仕組み(ノウハウ)への理解が進み、成果志向の定
着が図られつつある。 
○ 今回設定された目標、指標については、さらに検討すべきものもあり、見直しなど
当面は柔軟に扱う必要がある。 
○ 政策評価、施策評価の試行の結果、次のように多くの課題が得られたので、これら
を今後解決し、本格実施に結びつけていくこととする。 

（２）体系ついて 
○ 分野、政策、施策、各評価において、目的と手段の関係がわかりづらい面もあるた
め、各評価でつながりをわかりやすく説明する必要がある。 
○ 今回、試行により、施策と事務事業の目的、手段関係にずれがあるものが少なから
ず見受けられた。また、一つの事業が複数の上位施策をもっていることがある。こ
ういった点を踏まえて最も評価に適した体系化を図る必要がある。 

（３）政策･施策評価の当面の達成目標について 
○ 政策評価の分野評価では、今後の評価の前提となる、当面の達成目標等の数値目標
を明確にすることができた。 
○ 施策の当面の達成目標では、具体性、戦略性、目的行動性の乏しいものがあり、今
後の課題としなければならない。 

（４）政策指標・施策指標について 
○ 政策・施策評価の指標については、指標の定義､計算式､データの出典を明確にする
とともに、比較対照のデータの取得等を行い、グラフ化など客観性、説明性を高め
ることができた。 
○ 指標数値が３年に１回、５年に１回の取得となってしまうものもあるが、できる限
り傾向分析等で補完する必要がある。 
○ 政策指標(区政チェックリスト)では、犯罪発生率など区と区民と事業者など幅広い
努力で目指す指標もあり、当面の達成目標等と直ちに一致しない場合もある。それ
らの関係を分かりやすく説明できるようにする必要がある。 

（５）目標達成状況の評価について 
○ 全体的に抽象的な記述が多い。達成状況等の評価については､今回目標が設定され
たばかりであり､達成度分析等にもう少し時間を必要とする面もあるが、これまで
のデータや現在の行程により評価できる部分も多い。各所管部課で、十分な議論を
行い、評価能力を高め、評価の内容を充実させる必要がある。 

（６）行政評価の活用について 
○ 政策評価､施策評価、事務事業評価の総合的な行政評価をすすめるため、所管部課や
庁内の横断的組織など、評価体制の強化が必要である。 
○ 行政評価の取組みを、施策の選択や予算、組織･定数、人事等に活用する仕組みを今
後構築していく必要がある。 
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杉並区政チェックリストの状況（p.19 関連参考資料） 

１ 安全・安心分野 

① 犯罪発生率 ２，０８１件/１０万人 

１３年度犯罪発生率

2,155

2,426

2,081

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

国 東京都 杉並区

件
/
１
０
万
人

 

犯罪発生率は平成１１年度に比べ、区内で３８％、全国平均で２６％と急増しているが、杉

並区は東京都平均よりも、低い傾向がある。 

② 駅前放置自転車の台数 ９，０２３台 

駅前放置自転車の台数

4,512

8,912 9,189 9,023

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000

11年度 13年度 １７年度
目標値

台

   
サイクルアクションプランにより、平成１３年度値の５０％減を目指す。 

③ 狭あい道路を整備した率 １５．２％ 

狭あい道路を整備した率

12.8 14 15.2

20

0

5
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１１年度 １２年度 １３年度 １７年度
目標値

％

 
狭あい道路の総延長は 332ｋｍで、そのうち片側 100.7ｋｍの整備が終了している。時間は

かかるが着実に進んでいる。 
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④ 杉並区が安全・安心なまちと思う区民の割合 ５８．４％ 

まあまあ安全・安
心である
51.5%

あまり安全・安心
ではない
30.9%

無回答
2.8%

安全・安心ではな
い
7.9%

安全・安心である
6.9%

 

 

「平成１４年度行政評価のためのアンケート調査」より、安全・安心である、まあまあ安全・

安心であるの合計の割合。6割近い人が杉並区を安全・安心なまちと思っている。 

 

 

⑤ 交通事故死傷者数  ７８７人／１０万人 

交通事故死傷者数（単位　人）

4054 3918
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  １～１２月の一年間に杉並区内で起きた交通事故の負傷者数  １３年度杉並区統計書 
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２ みどり・環境分野 

① 杉並区の大気の状況 ０．０４２ｐｐｍ 

杉並区の大気の状況

0.039 0.038
0.042

0.030

0
0.005
0.01
0.015
0.02
0.025
0.03
0.035
0.04
0.045

11年度 12年度 13年度 17年度
目標値

ｐｐｍ

 

二酸化窒素の年平均値 

② 区民一人あたりのごみ排出量 ３６４．３ｋｇ／年 

区民1人あたりのごみ排出量(全体量）(単位ｋｇ/年）

363.4 364.3

339.6

325
330
335
340
345
350
355
360
365
370

12年度 13年度 24年度

 
平成24年度にはごみ全体量を10％削減することを目標とした。 

③ リサイクル率 18.5％ 

リサイクル率(単位％）

16.2

18.518.7

14.5
15
15.5
16
16.5
17
17.5
18
18.5
19

11年度 12年度 13年度

 
清掃事業移管の平成１２年度､前年比１５％の伸びを示したが､そのあと平成１３年度やや

低下している。 
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④ 公共施設の緑化面積  現在調査中 

公共施設の緑化面積は､現在調査中であるが､平成９年度の区立公園を除く区立施設では､緑

化面積 18.23ｈａ､緑化率 18.0％の状況である。 

 

⑤ 杉並区が美しいと思う人の割合 ２９.１％ 

杉並区が美しいと思う人の割合
6.3%

22.8%
13.4%

8.6%

43.0%

満足
まあ満足
普通
やや不満
不満

 

普通という選択肢があるため、中心化傾向で数値が高くなっていると思われる。見直しも含

めた検討が必要である。 

 

 

 

３ 健康・福祉分野 
① 国民健康保険１人あたりの医療費 １６１,４９６円 

一人当たり医療費(23区中最も少ない３区の比較）

161,496

165,244

169,846

100,000 110,000 120,000 130,000 140,000 150,000 160,000 170,000 180,000

杉並区

中野区

目黒区

円

 

  ２３区内で一番の安さである。（東京都国民健康保険事業状況より） 
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② 公共施設バリアフリー度 ３６.３％ 

公共施設のバリアフリー度

52.90%

68.20%

50.30%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

スロープ 自動ドア 障害者トイレ

 

表中の３種類を全て満たす施設の割合、３６.３％ 

 

 

③ 特別養護老人ホーム入所者平均待機期間 １年４か月 

入所できた人の、申込から入所までに要した期間の平均値であるが、数値の取り方について

は検討の余地がある。 

 

 

④ 高齢者で生きがいを感じている人の割合 ７０.４％ 

高齢者で生きがいを感じている人の割合

70.4%

21.6%

8.0%

感じている
感じていない
無回答

 

 Ａ区の数値では、７１.７％ 
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⑤ 保育園待機児童数 １２５人 

保育園待機児童数

125
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 保育園待機児童数は全国的に増加傾向が続いている。 

 

４ 産業経済・区民生活分野 

① 高齢者の就労率 ３４.３％ 

高齢者の就労率は数値の取り方が変わり、Ｈ１３年度数値は６０歳以上の数値になっている。

それ以前は６５歳以上でとっている。現在減少傾向が続いている。 

 

② 商店街の活性化度(従業員１人あたりの売上高) ３１.８百万円(平成１１年度) 

 大型店も含めた区内の、卸売り、小売の総売上高を従業員数で割っている。 

 

③ みどりの産業事業所数(農業を含む) ２１,８２７所(平成１１年度) 

みどりの産業事業所数(所）

25,365
24,799

23,634 23,422

21,827

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

56年度 61年度 3年度 8年度 11年度

 

減少傾向が続いている。 

 

④ 若者に対するまちの魅力度 ８１％ 

アンケート調査で、２０代の若者のうち、杉並区内に魅力を感じる地域をもつ者 ８１.４％、

魅力を感じていない若者 １８.６％ 
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⑤ 課税所得の平均値 ４,８０１千円 

課税所得の平均値(単位千円）

4,801
4,251 4,269

3,926
4,373

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

杉並区 Ａ区 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ区

 

５ 自律・教育分野 
① 児童生徒の学力レベル 小学生８３.７％、中学生７６.３％ 

児童生徒の学力レベル（学習定着度）

80.6%

83.7%

80.7%

76.6% 76.3%

81.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

１３東京都 １３杉並区 １４杉並区

小学校
中学校

 

 算数と国語のそれぞれの平均をさらに平均した値 

② ボランティアに参加したことがある区民の割合 ２４.０％ 

ボランティアに参加したことがある区民の割合

10% 14%
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無
回
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 現在活動していると現在活動していないを合わせた数値 
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③ 不登校児童生徒数 ２４１人 

不登校児童数割合

1.11

1.30

1.03

1.17

1.32
1.23

1.30

1.00 0.98

0.6
0.7
0.8
0.9
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％

１１年度
１２年度
１３年度

 
 杉並区は､国、都の割合より、いずれの年度においても低い。 

 

④ いじめられている子の味方になったことがある子どもの割合 小３６．５％、中２２．８％ 

いじめられている子の味方になったことがある子どもの割合
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⑤ 区民１人あたりの文化的時間  平日２時間１９分、休日３時間４１分 

区民１人あたりの文化的生活時間

24.40%
28.10%

15.30%

11.10%

24.10%
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平日
休日

 

  アンケート結果の上位３区分を表している。平日、休日ともに、２時間台が最も多い。 
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６ 区政経営分野 

① 区民１人あたりの行政コスト ２２２,６３０円 

区民１人あたりの行政コスト(単位円）

225,879

360,000
335,568

307,447
267,000
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杉並区 Ａ市 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ区

 

   平成１２年度で比較している（Ｃ区は１３年度）。 

② 区民の区政満足度 ４１.６％ 

区民の区政満足度

41.6% 41.8%

58.6%

15.8%
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③ 杉並区を住みよいと感じている区民の割合 ９２.８％ 

杉並区を住みよいと感じている区民の割合
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④ 職員のやる気度 ８０.４％ 

職員のやる気度
　　　　　　　　　　　　　　　(｢今の仕事に意欲を感じるか」）

33.3%

47.1%

15.8%

3.8%

そう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
そう思わない

 
 

⑤ 区民１人あたりの区の負債額 ２４０,０８４円 

区民１人あたりの区の負債額（単位円）

240,084
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 平成１３年度の数値で比較している。（Ｂ市は１２年度） 
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